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本ロードマップは、令和４年３月30日に開催された生物多様性国家
戦略関係省庁連絡会議において了承されたものです。



30by30ロードマップ概要

キーメッセージ
 2030年までに陸と海の30％以上を保全
 生物多様性の損失を止め、人と自然との結びつきを取り戻す

 地域の経済・社会・環境問題の同時解決につながるNbS

(Nature-based Solutions)のための、健全な生態系を確保

する基盤的・統合的アプローチ

本ロードマップの目的
30by30目標達成までの行程と具体策を示す

30by30目標達成のための主要施策と個別目標
 国立公園等の保護地域の拡張と管理の質の向上

 保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（OECM） の

設定・管理

 生物多様性の重要性や保全活動の効果の「見える化」 等

主要施策を支え、推進する横断的取組
30by30アライアンス／経済的手法／ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙﾌｧｲﾅﾝｽ 等

各主体に期待される役割
国、地方公共団体、事業者、研究機関・研究者・学術団体、
民間団体、国民

中間評価の実施
「見える化」により生物多様性保全上効果的な地域を把握・検
証、陸域の30by30目標達成の具体的な内容を示す 等



私たちの社会全体を支える生態系サービスは過去50年間で劣化

そのため、生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せる

「ネイチャーポジティブ」に向けた行動が急務

そのような中、2030年までに、陸と海の30％以上を保全する
（ 30by30 ）目標が国際的に議論

その我が国での実現に向けて、国や地域、事業者そして一人ひとりの
力を結集し、以下に取り組む

国立公園等の保護地域の拡張と管理の質の向上

OECM
※

の設定・管理
※ OECM：Other Effective area-based Conservation Measures（保護地域以外で生物多様性保全に資する地域）

背景と目標達成に向けて
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脱炭素
適応

いやし

食

農山村

健康

循環経済

適切な再エネ配置
による景観確保
適切な再エネ配置
による景観確保

再エネと共有地
管理のシナジー
再エネと共有地
管理のシナジー

土地管理によ
る鳥獣保護管
理の推進

土地管理によ
る鳥獣保護管
理の推進

森林による二酸化炭素
吸収・炭素貯蔵
森林による二酸化炭素
吸収・炭素貯蔵 草原管理の炭素貯留草原管理の炭素貯留

湿地による
水災緩和
湿地による
水災緩和

水田の地下水涵養水田の地下水涵養

森林の地下水涵養森林の地下水涵養
ツーリズム振興ツーリズム振興

レジャーによる
健康増進
レジャーによる
健康増進

ワーケーション
/交流人口増加
ワーケーション
/交流人口増加

野生ハナバチの送粉サー
ビス等生産性の維持
野生ハナバチの送粉サー
ビス等生産性の維持

屋敷林による防災効果屋敷林による防災効果

緑地の冷涼化
効果
緑地の冷涼化
効果

身近な自然・
土壌からもた
らされる共生
菌の免疫系へ
の寄与（生物
多様性仮説）

身近な自然・
土壌からもた
らされる共生
菌の免疫系へ
の寄与（生物
多様性仮説）

海岸林、サンゴ礁等によ
る高潮や津波の被害軽減
海岸林、サンゴ礁等によ
る高潮や津波の被害軽減

海洋生態系（藻場
等）によるブルー
カーボンの蓄積

海洋生態系（藻場
等）によるブルー
カーボンの蓄積

深海の海底に貯留さ
れた炭素の維持
深海の海底に貯留さ
れた炭素の維持

陸域生態系の栄養塩
による漁業資源涵養
陸域生態系の栄養塩
による漁業資源涵養

多様な森林ｰ河川ｰ海洋
生態系の維持による
供給サービスの維持

多様な森林ｰ河川ｰ海洋
生態系の維持による
供給サービスの維持

干潟生態系の水質浄化干潟生態系の水質浄化

農地による
雨水貯留
農地による
雨水貯留

複層的な植被
による雨水流
の緩和/水循環

複層的な植被
による雨水流
の緩和/水循環

バイオマス資源による
化石資源の代替
バイオマス資源による
化石資源の代替

工場緑地によ
る清浄な空気
工場緑地によ
る清浄な空気

自然豊かな

農山漁村

自然の少ない

都市

30by30や
OECMによる

連携

◆自然資源
生態系サービス

◆資金・人材
等の提供

30by30実現後の地域イメージ ～自然を活用した課題解決～

森

里

川

海



自然共生サイト（仮称）は、様々な取組に
よって本来の目的に関わらず生物多様性の
保全が図られている区域が認定の対象。
例：ビオトープ、企業の水源の森、里地里山
（屋敷林等を含む）、都市内の緑地 等

2022 2023 20302026

OECM

保護
地域

100地域以上で認定
(日本のOECMの相場観の醸成)

見える化※１

（マップ化）

/質を高める
取組

主要施策と横断的取組の相関

インセン
ティブの
検討

国立・国定公園の拡張や管理の質の向上
（国立・国定公園総点検事業フォローアップ、国立公園満喫プロジェクト等）
海域公園地区の面積倍増／保護管理施策・体制の充実を含む

30
%
の
達
成

国の制度等に基づき管理されている地域のうちOECM該当地域の整理

モニタリング機能の付加

自然再生、希少種、外来種、鳥獣等の保護管理施策や管理体制の充実・連携

オープンデータ化やAPI連携の推進、新たな技術により、見える化や活動を下支え

自然再生や管理方法等のマニュアルの提供

自然共生サイト（仮称）の一括認定や団体との連携

海域OECMの検討

マップに付与する
機能の検討

認定制度の本格運用
中間評価
各施策の進捗状況
のフォローアップ
/陸域の30by30目
標達成の具体的な
内容を示す

自然共生サイト
（仮称）認定に

向けた試行

クレジット化等のインセンティブの検討

アライア
ンス※２ アライアンスへの参加の呼びかけ

30
％
を
確
保
す
る
施
策

後
押
し
す
る
施
策

※1 生物多様性の重要性や保全活動
の効果について、陸域の全域をカバーす
るマップの提供

※2 事業者、地方公共団体、民間団体
等からなる30by30の推進に係るアライ
アンスを通じて、各ステークホルダーの自
主的取組を促すもの

2030年に向けて
更に認定を推進

国際発信 国際発信及び国際的な協力

生物多様性の重要性や保全活動の効果の

見える化

ｱﾗｲｱﾝｽ
立ち上げ

認定制度の
構築

TNFD報告書等を踏まえたOECM等の情報開示
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●自然関連データの
利活用や相互利用

●デジタル技術等を
活用した効率的な
モニタリング支援

●科学的知見の収
集・提供

研究機関等

●事業実施における生物多様性影
響に配慮

●適切な目標設定や情報開示
●30by30目標に貢献する製品・

サービスの取扱い
●金融機関：サステナブルファイ

ナンス推進

事業者

●保護地域の拡
張や管理の質の
向上

●OECMとして整
理された地域の
適切な管理

地方公共団体

●保護地域や
OECMの保
全活動

民間団体

●持続可能で生物多様性に配慮した生産活動への理解
●配慮型消費行動や生物多様性に関連した寄付
●地域の生態系の質を高める取組への積極的参加

国民

共通●保護地域やOECMの保全に貢献 ●管理・所有地の自然共生サイト（仮称）申請

●保護地域の拡張等
●所掌制度等のOECM該

当地域の整理
●海域のOECM整理
●生物多様性保全の取組

強化・連携
●インセンティブを高め

る仕組みの検討

環境省・関係省庁

多様なステークホルダーの力を結集し
30by30目標達成

オールジャパンで30by30目標達成するためのプラットフォーム

生物多様性のための30by30アライアンス 事務局：環境省

多様なステークホルダーの関わり


